
監 査 事 務 局
平成１１年９月２１日

住民監査請求における監査委員の勧告に基づき知事が講じた措置について

平成１１年９月１７日１ 知事から監査委員に対する措置結果の通知日

２ 措置内容
都が被った損害額３，２１９，９５０円に、精算日の翌日から支払日までの年５分の

割合による利子相当額６６２，７９７円を加え、合計３，８８２，７４７円を補てんし
た。

平成１１年９月８日３ 措置年月日（納付年月日）

【 】４ 関係法令 地方自治法第２４２条第７項

「監査委員の勧告があったときは、当該勧告を受けた長、職員等は、当該勧告に示さ
れた期間内に必要な措置を講ずるとともに、その旨を監査委員に通知しなければならな

い。この場合においては、監査委員は、当該通知に係る事項を請求人に通知し、かつ、
これを公表しなければならない 」。

＜参考＞

都議会都市問題調査団の海外派遣に要する経費支出に違法・不当がある件 名

としてその返還を求める件
文京区 若 林 ひとみ請 求 人
平成１１年８月２５日監査結果

の通知

【知事に対する勧告】勧告内容
地方自治法第２４２条第３項に基づき、知事に対し、平成１１年１０月

３１日までに、都が被った次の損害額等を補てんするために必要な措置を
講ずることを勧告する。

（１）損害額 ３，２１９，９５０円（下記①、②及び③の合計額）
① 本件調査団の懇親会経費として支出された額３，１６１，５００

円
② 本件調査団Ｃ班における平成７年１０月２５日分の日当支払額の

２分の１に相当する額３０，７５０円
③ 本件調査団Ｄ班における平成７年１０月２６日分の日当支払額の

２分の１に相当する額２７，７００円
（２）上記（１）の金額に対する精算日の翌日から支払日までの年５分の

割合による利子相当額
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